
＜様式１＞

平成　27年　06月　01日

国土交通大臣　　殿

06-6458-5090

info@t-sakan.com

トヨダヤスシ建築設計事務所

Ⅴ-19, Ⅶ-19

京都府京都市下京区西七条御領町84

075-313-7116

事務局FAX

事務局担当者E-mail

豊田　保之

（グループ事務局）

事務局事業者名

事務局構成員番号

事務局担当者名

大阪府大阪市福島区福島2-9-16

06-6453-1120

トヨダヤスシ建築設計事務所 MOKSOHO事務局

印

553-0003

事務局電話番号

Ⅸ-1

事務局所在地

代表者所属先

代表者所在地

代表者電話番号

事務局郵便番号

代表者構成員番号

（グループ代表者）

代表者名

  ※過去に地域型ブランド化事業で
     採択を受けたグループは記入

代表者印

豊田　保之

直近採択グループ番号

地域型住宅グリーン化事業　適用申請書

本申請書の内容により、地域型住宅グリーン化事業の適用を申請します。
この申請書及び添付資料に記載の事項は、事実に相違ありません。

地域型住宅の名称 土、漆喰等の左官素材を使った地域型住宅

グループの名称 ＭＯＫＳＯＨＯネットワーク

--



＜地域型住宅の生産体制＞ ＜様式２－１＞

１．地域型住宅の名称（必須）

２．グループの名称(必須）

３．直近採択グループ番号（必須）

４．地域型住宅供給対象地域（必須）

５．結成年（必須） 年

６．グループ代表者名（必須）

７．グループ代表者の所属先（必須）

８．グループ代表者の構成員番号（必須）

９．グループ代表者所在地（必須）

１０．グループ代表者電話番号（必須）

１１．グループ事務局事業者名（必須）

１２．グループ事務局の構成員番号（必須）

１３．グループ事務局担当者名（必須）

１４．グループ事務局郵便番号（必須）

１５．グループ事務局所在地（必須）

１６．グループ事務局電話番号（必須）

１７．グループ事務局FAX番号（必須）

１８．グループ事務局担当者E-mail（必須）

Ⅰ．原木供給

Ⅱ．製材・集成材製造・合板製造

Ⅲ．建材流通（木材を扱わない事業者を除く)

Ⅳ．プレカット

Ⅴ．設計

Ⅵ．施工

Ⅶ．省エネルギー設備等の流通

Ⅷ．木材を扱わない流通

Ⅸ．Ⅰ～Ⅷ以外の業種

番号記入欄

1

1

1

1

0 戸 0 戸

0 戸 0 戸

戸 戸 戸

戸 戸 戸

7 戸 7 戸

3 戸 3 戸

4 戸 4 戸

0 戸 0 戸

戸 戸

戸 戸

棟 ㎡

棟 ㎡

D．当提案が採択された場合の各住宅事業者に
　　おける補助対象戸数の配分ルール　（必須）

戸 戸

採択棟数 棟 ㎡

戸

和歌山県

E．平成２６年度の執行状況
　　（Ｈ２６年度地域型ブランド化事業採択
　　 グループのみ必須）

竣工予定
採択戸数 戸

竣工済

長期優良住宅

5

国内・国外対象となる地域材の名称

奈良県

1

地域材の産地

          

Ａ．使用する地域材に関する事項　（必須）

認証制度等の名称
※以下該当の①、②、③の番号を番号記入欄に記入してください。
　①都道府県の産地認証制度等によるもの
　②民間の第三者機関による認証制度(FSC、PEFC、SGEC等)
　③林野庁作成の「木材・木材製品の合法性、持続可能性のため
      のガイドライン(平成18年2月)に基づき合法性が証明されるもの

2

完了実績見込み
交付申請戸数

2

吉野材

075-313-7116

トヨダヤスシ建築設計事務所 MOKSOHO事務局

2 製材から直接住まい手や施工者に地域材を届ける構成員もいるため、建材流通構成員を経由しない場合がある。

採択床面積

木造建築物

8

3 手刻みで行う構成員もいるため、プレカット構成員を経由しない場合がある。

info@t-sakan.com

（構成員数）   （構成員を含まない理由）

7

土、漆喰等の左官素材を使った地域型住宅

ＭＯＫＳＯＨＯネットワーク

--

京都、大阪、奈良、兵庫、和歌山、三重、滋賀

553-0003

大阪府大阪市福島区福島2-9-16

Ⅸ-1

豊田　保之

Ⅴ-19, Ⅶ-19

京都府京都市下京区西七条御領町84

鳥取県産材 鳥取県

紀州材

豊田　保之

2015

トヨダヤスシ建築設計事務所

06-6453-1120

06-6458-5090

5

三重県三重県産材 国内「三重の木」認証制度

奈良県産材証明制度

紀州材認証システム

国内

鳥取県産材産地証明制度

国内

国内

C．平成２7年度における補助対象の優良

建築物の申請棟数及び床面積（優良建築物を

供給するグループのみ必須）

うち申請が確実

うち申請が未確定

高度省エネ型（ゼロ・エネルギー住宅）　合計

Ｂ．平成２７年度における補助対象の木造住宅
　　の申請戸数及び地域材加算申請戸数
　　（必須）

高度省エネ型（認定低炭素住宅）　合計

うち未経験工務店による長期優良
住宅　合計

うち申請が未確定

優良建築物

うち申請が確実

地域材加算
（うち申請が確実）

地域材加算合計

うち申請が確実

地域材加算
（うち申請が未確定）

地域材加算
（うち申請が確実）

地域材加算
（うち申請が未確定）

長寿命型（長期優良住宅）
　経験工務店＋未経験工務店の合計

うち経験工務店による長期優良
住宅　合計

地域材加算合計

地域材加算
（うち申請が確実）

地域材加算
（うち申請が未確定）

うち申請が未確定

採択後、申請確定物件となった時点で、本部事務局にメール連絡があった先着順とする。

うち申請が未確定

うち申請が確実

うち申請が確実

うち申請が未確定

地域材加算合計



＜様式 2-2・Ⅰ＞

県
番号

事業者名 代表者名 郵便番号

30 Ⅰ - 2 株式会社　山長商店 646-0011

31 Ⅰ - 3 株式会社米子木材市場 689-3512

30 Ⅰ - 5 山長林業　株式会社 646-0011

24 Ⅰ - 16 ウッドピア市売協同組合 515-0088

29 Ⅰ - 21 吉野木材協同組合連合会 639-3111

29 Ⅰ - 22 桜井木材協同組合 633-0091

30 Ⅰ - 30 西牟婁森林組合 646-1101

Ⅰ -

Ⅰ -

Ⅰ -

Ⅰ -

Ⅰ -

Ⅰ -

Ⅰ -

Ⅰ -

Ⅰ -

Ⅰ -

Ⅰ -

Ⅰ -

Ⅰ -

Ⅰ -

Ⅰ -

Ⅰ -

Ⅰ -

Ⅰ -

Ⅰ -

Ⅰ -

Ⅰ -

Ⅰ -

Ⅰ -

Ⅰ -

Ⅰ -

Ⅰ -

Ⅰ -

Ⅰ -

Ⅰ -

Ⅰ -

Ⅰ -

Ⅰ -

Ⅰ -

Ⅰ．原木供給

0744-42-3535奈良県桜井市桜井281番地の７

和歌山県田辺市鮎川597-101 0739-49-0221

鳥取県米子市泉706-216 0859-27-0721

和歌山県田辺市新庄町2015 0739-22-1779

三重県松阪市木の郷町11番地 0598-20-2211

奈良県吉野郡吉野町上市2294-1 0746-32-2233

0739-22-2605和歌山県田辺市新庄町377

構成員
番号

所在地

＜グループ構成員記入用リスト＞Ⅰ．原木供給（長寿命型、高度省エネ型、優良建築物共通）

グループ構成員に原木供給者を含まない場合、及びグループにおける地域材供給ルートにおいて原木供給者を含まないことがある場合の理由

電話番号



＜様式 2-2・Ⅱ＞

県
番号

事業者名 代表者名 郵便番号

30 Ⅱ - 2 株式会社　山長商店 646-0011

31 Ⅱ - 4 協同組合レングス 683-0351

24 Ⅱ - 17 松阪木材株式会社 515-0088

29 Ⅱ - 20 阪口製材所 639-3114

30 Ⅱ - 29 株式会社伸栄木材 649-2101

Ⅱ -

Ⅱ -

Ⅱ -

Ⅱ -

Ⅱ -

Ⅱ -

Ⅱ -

Ⅱ -

Ⅱ -

Ⅱ -

Ⅱ -

Ⅱ -

Ⅱ -

Ⅱ -

Ⅱ -

Ⅱ -

Ⅱ -

Ⅱ -

Ⅱ -

Ⅱ -

Ⅱ -

Ⅱ -

Ⅱ -

Ⅱ -

Ⅱ -

Ⅱ -

Ⅱ -

Ⅱ -

Ⅱ -

Ⅱ -

Ⅱ -

Ⅱ -

Ⅱ -

Ⅱ -

Ⅱ -

Ⅱ．製材・集成材・合板製造

奈良県吉野郡吉野町丹治113 0746-32-2310

和歌山県西牟婁郡上富田町岡2 0739-47-2678

0859-39-6888

三重県松阪市木の郷町21番地 0598-20-1616

和歌山県田辺市新庄町377 0739-22-2605

鳥取県西伯郡南部町法勝寺70

＜グループ構成員記入用リスト＞Ⅱ．製材・集成材・合板製造（長寿命型、高度省エネ型、優良建築物共通）

グループ構成員に製材・集成材・合板製造業者を含まない場合、及びグループにおける地域材供給ルートにおいて製材・集成材・合板製造業者を含まないことがある場合の理由

構成員
番号

所在地 電話番号



＜様式 2-2・Ⅲ＞

県
番号

事業者名 代表者名 郵便番号

29 Ⅲ - 20 阪口製材所 639-3114

27 Ⅲ - 28 有限会社MOK 553-0003

Ⅲ -

Ⅲ -

Ⅲ -

Ⅲ -

Ⅲ -

Ⅲ -

Ⅲ -

Ⅲ -

Ⅲ -

Ⅲ -

Ⅲ -

Ⅲ -

Ⅲ -

Ⅲ -

Ⅲ -

Ⅲ -

Ⅲ -

Ⅲ -

Ⅲ -

Ⅲ -

Ⅲ -

Ⅲ -

Ⅲ -

Ⅲ -

Ⅲ -

Ⅲ -

Ⅲ -

Ⅲ -

Ⅲ -

Ⅲ -

Ⅲ -

Ⅲ -

Ⅲ -

Ⅲ -

Ⅲ -

Ⅲ -

Ⅲ -

Ⅲ -

Ⅲ．建材流通（木材を扱わない事業者を除く）

奈良県吉野郡吉野町丹治113 0746-32-2310

大阪府大阪市福島区福島2-9-16 06-6831-5999

＜グループ構成員記入用リスト＞Ⅲ．建材流通（木材を扱わない事業者を除く、長寿命型、高度省エネ型、優良建築物共通）

グループ構成員に建材流通（木材を扱わない事業者を除く）を含まない場合、及びグループにおける地域材供給ルートにおいて建材流通（木材を扱わない事業者を除く）を含まないことがある場合の理由

製材から直接住まい手や施工者に地域材を届ける構成員もいるため、建材流通構成員を経由しない場合がある。

構成員
番号

所在地 電話番号



＜様式 2-2・Ⅳ＞

県
番号

事業者名 代表者名 郵便番号

30 Ⅳ - 2 株式会社　山長商店 646-0011

24 Ⅳ - 18 コウヨウ株式会社 515-0041

29 Ⅳ - 24 株式会社奈良木建 630-8145

Ⅳ -

Ⅳ -

Ⅳ -

Ⅳ -

Ⅳ -

Ⅳ -

Ⅳ -

Ⅳ -

Ⅳ -

Ⅳ -

Ⅳ -

Ⅳ -

Ⅳ -

Ⅳ -

Ⅳ -

Ⅳ -

Ⅳ -

Ⅳ -

Ⅳ -

Ⅳ -

Ⅳ -

Ⅳ -

Ⅳ -

Ⅳ -

Ⅳ -

Ⅳ -

Ⅳ -

Ⅳ -

Ⅳ -

Ⅳ -

Ⅳ -

Ⅳ -

Ⅳ -

Ⅳ -

Ⅳ -

Ⅳ -

Ⅳ -

奈良県奈良市八条5丁目430番地1 0742-33-6332

和歌山県田辺市新庄町377 0739-22-2605

三重県松阪市上川町2739番地63 0598-28-2441

Ⅳ．プレカット

＜グループ構成員記入用リスト＞　Ⅳ．プレカット（長寿命型、高度省エネ型、優良建築物共通）

グループ構成員にプレカット事業者を含まない場合、及びグループにおける地域材供給ルートにおいてプレカット事業者を含まないことがある場合の理由

手刻みで行う構成員もいるため、プレカット構成員を経由しない場合がある。

構成員
番号

所在地 電話番号



＜様式 2-2・Ⅴ＞

○ ○

28 Ⅴ - 7 しましま設計室 662-0954

27 Ⅴ - 8 暮らしの設計ツキノオト 553-0003

26 Ⅴ - 19 トヨダヤスシ建築設計事務所 600-8893

27 Ⅴ - 26 有限会社エムズ建築設計事務所 565-0874

27 Ⅴ - 27 有限会社MOK Structual Design Unit 553-0003

Ⅴ -

Ⅴ -

Ⅴ -

Ⅴ -

Ⅴ -

Ⅴ -

Ⅴ -

Ⅴ -

Ⅴ -

Ⅴ -

Ⅴ -

Ⅴ -

Ⅴ -

Ⅴ -

Ⅴ -

Ⅴ -

Ⅴ -

Ⅴ -

Ⅴ -

Ⅴ -

Ⅴ -

Ⅴ -

Ⅴ -

Ⅴ -

Ⅴ -

Ⅴ -

Ⅴ -

Ⅴ -

Ⅴ -

Ⅴ -

Ⅴ -

Ⅴ -

Ⅴ -

Ⅴ -

Ⅴ -

県
番号

省エネ
講習

修了済

京都府京都市下京区西七条御領町84 075-313-7116

大阪府吹田市古江台3-18-10 06-6831-5917

Ⅴ．設計

省エネ
講習
受講
予定

構成員
番号

事業者名 代表者名 郵便番号 所在地 電話番号

＜グループ構成員記入用リスト＞Ⅴ．設計（長寿命型、高度省エネ型、優良建築物共通）

グループ構成員に設計事業者を含まない場合、その理由

大阪府大阪市福島区福島2-9-16 06-6224-7820

兵庫県西宮市上葭原町5-43-501 090-3941-1949

大阪府大阪市福島区福島2-9-16 090-5136-5454



＜様式 2-2・Ⅵ-1＞

○ ○

28 Ⅵ - 10 株式会社 中野工務店 666-0024 ○

27 Ⅵ - 11 株式会社コアー建築工房 599-8247 ○

26 Ⅵ - 13 株式会社　ツキデ工務店 611-0021 ○

28 Ⅵ - 14 株式会社　アトリエ・エイト 670-0949 ○

25 Ⅵ - 15 小山建築 520-0354 ○

27 Ⅵ - 25 木又工務店 575-0033 ○

28 Ⅵ - 31 株式会社　柄谷工務店 660-0873 ○

28 Ⅵ - 32 株式会社トータルサプライ 660-3873 ○

Ⅵ -

Ⅵ -

Ⅵ -

Ⅵ -

Ⅵ -

Ⅵ -

Ⅵ -

Ⅵ -

Ⅵ -

Ⅵ -

Ⅵ -

Ⅵ -

Ⅵ -

Ⅵ -

Ⅵ -

Ⅵ -

Ⅵ -

Ⅵ -

Ⅵ -

Ⅵ -

Ⅵ -

Ⅵ -

Ⅵ -

Ⅵ -

Ⅵ -

Ⅵ -

Ⅵ -

Ⅵ -

Ⅵ -

Ⅵ -

Ⅵ -

Ⅵ -

Ⅵ -

Ⅵ -

Ⅵ -

Ⅵ -

Ⅵ -

Ⅵ -

Ⅵ -

Ⅵ -

Ⅵ -

Ⅵ -

Ⅵ -

Ⅵ -

Ⅵ -

Ⅵ -

Ⅵ -

Ⅵ -

Ⅵ -

省エネ
講習
受講
予定

京都府宇治市宇治野神94-10 0774-21-2611

大阪府四條畷市美田町19-38 072-879-1814

兵庫県姫路市三左衛門堀東の町34番地 079-222-5888

代表者名 郵便番号 所在地

兵庫県川西市久代１丁目２１－３ 072-744-3520

大阪府堺市中区東山593 072-239-2880

Ⅵ．施工-1（長寿命型、高度省エネ型、優良建築物共通）

電話番号
省エネ
講習

修了済

＜グループ構成員記入用リスト＞Ⅵ．施工-1（長寿命型、高度省エネ型、優良建築物共通）

県
番号

構成員
番号

事業者名

兵庫県尼崎市玄番南之町4番地 06-6415-2810

滋賀県大津市伊香立南庄町715-1 077-571-0640

兵庫県尼崎市玄番南之町5番地6 06-6415-2860



＜様式 2-2・Ⅵ-2＞

県
番号

補助金
の活用
実績

被災地
に該当

○ ○

28 Ⅵ - 10 戸 戸 戸 戸

27 Ⅵ - 11 戸 戸 戸 戸 ○

26 Ⅵ - 13 戸 戸 戸 戸 ○

28 Ⅵ - 14 戸 戸 戸 戸 ○

25 Ⅵ - 15 戸 戸 戸 戸

27 Ⅵ - 25 戸 戸 戸 戸

28 Ⅵ - 31 戸 戸 戸 戸 ○

28 Ⅵ - 32 戸 戸 戸 戸

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸

株式会社　柄谷工務店 83 42 5 4

株式会社トータルサプライ 0 1 0 0

2 2 0 0木又工務店

4 5 3 2

小山建築 1 0 0 0

株式会社　アトリエ・エイト

30 32 19 24

株式会社　ツキデ工務店 15 14 3

事業者名 平成26年（1月～12月）実績

3

株式会社コアー建築工房

株式会社 中野工務店 3 3 0 0

＜グループ構成員記入用リスト＞Ⅵ． 施工－2 （長寿命型）

Ⅵ．施工-2（長寿命型） うち木造の長期優良住宅

Ｈ26年実績 直近3年平均 Ｈ26年実績 直近3年平均

元請の新築住宅供給戸数

構成員
番号



＜様式 2-2・Ⅵ-3＞

県
番号

補助金
の活用
実績

被災地
に該当

○ ○

28 Ⅵ - 10 戸 戸 戸 戸 戸 戸

27 Ⅵ - 11 戸 戸 戸 戸 戸 戸 ○

26 Ⅵ - 13 戸 戸 戸 戸 戸 戸 ○

28 Ⅵ - 14 戸 戸 戸 戸 戸 戸

25 Ⅵ - 15 戸 戸 戸 戸 戸 戸

27 Ⅵ - 25 戸 戸 戸 戸 戸 戸

28 Ⅵ - 31 戸 戸 戸 戸 戸 戸

28 Ⅵ - 32 戸 戸 戸 戸 戸 戸

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 戸 戸

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 戸 戸

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 戸 戸

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 戸 戸

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 戸 戸

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 戸 戸

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 戸 戸

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 戸 戸

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 戸 戸

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 戸 戸

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 戸 戸

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 戸 戸

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 戸 戸

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 戸 戸

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 戸 戸

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 戸 戸

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 戸 戸

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 戸 戸

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 戸 戸

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 戸 戸

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 戸 戸

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 戸 戸

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 戸 戸

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 戸 戸

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 戸 戸

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 戸 戸

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 戸 戸

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 戸 戸

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 戸 戸

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 戸 戸

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 戸 戸

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 戸 戸

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 戸 戸

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 戸 戸

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 戸 戸

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 戸 戸

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 戸 戸

株式会社トータルサプライ 0 0 0

株式会社　柄谷工務店 83 42 0 0 0

株式会社　アトリエ・エイト 4

2 0 0 0木又工務店 2

小山建築 1

5 0 0 0 0

0 0

0 0 0 0 0

0

0

1

30 32

株式会社　ツキデ工務店 15 14 0 00 1

うち木造認定低炭素住宅 うち木造ゼロエネ住宅

1

株式会社 中野工務店 3 3 0 0 0

株式会社コアー建築工房

直近3年平均 Ｈ26年実績 直近3年平均

1 0 3

0

Ⅵ．施工-3（高度省エネ型）

＜グループ構成員記入用リスト＞Ⅵ． 施工-３（高度省エネ型）

構成員
番号

事業者名 平成26年（1月～12月）実績

元請の新築住宅供給戸数

Ｈ26年実績 直近3年平均 Ｈ26年実績



＜様式 2-2・Ⅵ-4＞

県
番号

補助金
の活用
実績

○

28 Ⅵ - 10 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

27 Ⅵ - 11 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

26 Ⅵ - 13 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

28 Ⅵ - 14 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

25 Ⅵ - 15 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

27 Ⅵ - 25 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

28 Ⅵ - 31 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

28 Ⅵ - 32 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

Ⅵ - 戸 戸 戸 戸 ㎡ ㎡

株式会社　柄谷工務店 83 42 5 4

株式会社トータルサプライ 0 1 0 0

＜グループ構成員記入用リスト＞Ⅵ． 施工－４（優良建築物用）

Ⅵ．施工-4（優良建築物）

木又工務店

小山建築 1 0 0 0

2 2 0 0

14 3 3

株式会社　アトリエ・エイト 4 5 3 2

株式会社　ツキデ工務店 15

株式会社 中野工務店 3 3 0 0

株式会社コアー建築工房

Ｈ26年実績

着工床面積

直近3年平均

平成26年（1月～12月）実績

Ｈ26年実績 直近3年平均 Ｈ26年実績 直近3年平均

構成員
番号

事業者名

元請の新築住宅供給戸数
うち木造の長期優良住宅

30 32 19 24



＜様式 2-2・Ⅶ＞

県
番号

事業者名 代表者名 郵便番号

26 Ⅶ - 6 豊田工業所 600-8893

26 Ⅶ - 19 トヨダヤスシ建築設計事務所 600-8893

Ⅶ -

Ⅶ -

Ⅶ -

Ⅶ -

Ⅶ -

Ⅶ -

Ⅶ -

Ⅶ -

Ⅶ -

Ⅶ -

Ⅶ -

Ⅶ -

Ⅶ -

Ⅶ -

Ⅶ -

Ⅶ -

Ⅶ -

Ⅶ -

Ⅶ -

Ⅶ -

Ⅶ -

Ⅶ -

Ⅶ -

Ⅶ -

Ⅶ -

Ⅶ -

Ⅶ -

Ⅶ -

Ⅶ -

Ⅶ -

Ⅶ -

Ⅶ -

Ⅶ -

Ⅶ -

Ⅶ -

Ⅶ -

Ⅶ -

Ⅶ -

Ⅶ．省エネルギー設備等の流通

京都府京都市下京区西七条御領町84

＜グループ構成員記入用リスト＞Ⅶ．省エネルギー設備等の流通

構成員
番号

所在地 電話番号

京都府京都市下京区西七条御領町84 075-313-7112

075-313-7116



＜様式 2-2・Ⅷ＞

県
番号

事業者名 代表者名 郵便番号

27 Ⅷ - 9 株式会社キノマチ不動産 553-0003

Ⅷ -

Ⅷ -

Ⅷ -

Ⅷ -

Ⅷ -

Ⅷ -

Ⅷ -

Ⅷ -

Ⅷ -

Ⅷ -

Ⅷ -

Ⅷ -

Ⅷ -

Ⅷ -

Ⅷ -

Ⅷ -

Ⅷ -

Ⅷ -

Ⅷ -

Ⅷ -

Ⅷ -

Ⅷ -

Ⅷ -

Ⅷ -

Ⅷ -

Ⅷ -

Ⅷ -

Ⅷ -

Ⅷ -

Ⅷ -

Ⅷ -

Ⅷ -

Ⅷ -

Ⅷ -

Ⅷ -

Ⅷ -

Ⅷ -

Ⅷ -

Ⅷ -

＜グループ構成員記入用リスト＞Ⅷ．木材を扱わない流通

構成員
番号

所在地 電話番号

大阪府大阪市福島区福島2-9-16 06-6343-7889

Ⅷ．木材を扱わない流通



＜様式 2-2・Ⅸ＞

県
番号

事業者名 代表者名 郵便番号

27 Ⅸ - 1 トヨダヤスシ建築設計事務所 MOKSOHO事務局 553-0003

26 Ⅸ - 6 豊田工業所 600-8893

Ⅸ -

Ⅸ -

Ⅸ -

Ⅸ -

Ⅸ -

Ⅸ -

Ⅸ -

Ⅸ -

Ⅸ -

Ⅸ -

Ⅸ -

Ⅸ -

Ⅸ -

Ⅸ -

Ⅸ -

Ⅸ -

Ⅸ -

Ⅸ -

Ⅸ -

Ⅸ -

Ⅸ -

Ⅸ -

Ⅸ -

Ⅸ -

Ⅸ -

Ⅸ -

Ⅸ -

Ⅸ -

Ⅸ -

Ⅸ -

Ⅸ -

Ⅸ -

Ⅸ -

Ⅸ -

Ⅸ -

Ⅸ -

Ⅸ -

Ⅸ -

京都府京都市下京区西七条御領町84 075-313-7112

大阪府大阪市福島区福島2-9-16 06-6453-1120

Ⅸ．Ⅰ～Ⅷ以外の業種

＜グループ構成員記入用リスト＞Ⅸ．Ⅰ～Ⅷ以外の業種（畳、瓦、襖等の住宅資材の供給事業者等）

構成員
番号

所在地 電話番号



＜様式３－１＞

年

◎、○
記入欄

◎

◎

◎

○

○

◎、○
記入欄

a ①用材の寸法規格化や建材
　 の統一、標準仕様の設定 ◎

②建材・資材調達の共同化
   や事務の合理化 ○

③生産の合理化等に向けた
   委員会等の検討実施体制 ○

④生産の合理化等に向けた
   事務局の役割 ○

b. ①グループの信頼性向上に
   向けた施工基準の整備 ○

②グループの信頼性向上に
   向けた検査ルールの設定 ○

③グループの信頼性向上に
   向けた見積・積算のルー
　 ル化

○

④グループの信頼性向上に
   向けたその他の具体的
   取組

◎

※）

設計図書の特記仕様書を明文化することで、見積・積算の誤差を少なくする。

竣工見学会を行い、一般の方や実務者へ向けて情報発信を行う。
｛取組実施確認方法｝：見学会のチラシ、又は、写真等を提示・添付する。

その他※上記項目以外でグループ独

自のルール・目標があれば記入してくだ
さい。

なし

行の高さについては記載する文章の長さなどにより適宜、調整して下さい。

主要構造材である1階の柱と土台は、原則4寸角以上とする。（柱、土台共に、外壁の軸組等に係る部分（地面から1ｍ）のみとする）
｛取組実施確認方法｝：平面図にサイズを図示し提示・添付する。

資材調達等、相互に連絡を取り合えるよう、連絡先を共有する。

設計者と流通の構成員が中心となり、定期的に情報交換を行い合理化に務める。

構成員の知識や技術の向上のため、見学会や勉強会等を開く。
構成員の意見等を取りまとめ、意見や今後の方針をまとめる。

気密処理や断熱材の充填方法、結露リスクの認識などをネットワーク内で周知する。

気密測定やサーモカメラでの熱橋把握、温湿度計による室温把握により、適宜可能な範囲で検査を行う。

④ ①～③の背景

阪神淡路大震災での木造住宅の被害を受けて、職人の技能に工学的な知見が加わり、今の現代木造住宅が築きあげられてきた。今後
は、省エネルギー対策に重きを置きつつ、省エネ・構造共に詳細な計算を行うことで、的確な設計を行えるようネットワーク全体のレベルアッ
プをはかる。
2020年の省エネルギー義務化に向けて、土壁等の伝統的な素材を使った構法であっても平成25年基準をクリアし、性能を確保できることを
ネットワーク内で確認・認識する。同時に、外皮や省エネルギー性能を平成25年基準判断基準（ルートA-1）で計算するとことで、仕様基準
に頼らない設計力と勘を養う。構造は、長期優良住宅の普及もあり、建築確認申請では構造計算書の提出が不要（4号特例）だとしても、性
能表示制度による耐震性能を把握する。省エネルギー性能、耐震性能共に性能を定量化することが目的であり、定量化することで的確な
設計力が身につくよう個々のレベルアップを期待する。
2015年現在、左官職が伝統的に行ってきた土壁は、京都の町家専門の左官職人であっても1年に1棟実践できるかどうかである。その上、
外壁はサイディング、内壁はクロスのシェアが増えたことで土壁等の仕事もなくなりつつある。土壁は、コストと工期が問題であると言われ
ているため、今回の提案では、面積・数量の規定をつくらず、建物全体に土壁を使っても良いし、一部としても良いこととした。居室の一部に
土壁を使うことで、その良さを住まい手に体感して頂き、将来的に採用数と塗り面積が増えることを期待する。又、伝統を伝承できるよう左
官職人の仕事を未来につなげることが目的である。

⑤その他

　※上記項目以外でグループ独自

　　　のルール・目標があれば記入
       してください。

以下、「土」に関する法律・仕様を最大限活用し、土の良さをアピールする。
1、外周壁を所定の土壁とすることで、建築基準法告示で防火構造をクリアできるため、外壁仕上げ材に地域材を張ることができる。（平成
12年建設省告示1359号より）
2、外周壁を土壁とし、土壁の外側に断熱材を設けることで、断熱材室内側の防湿層を不要とできる。（平成25年省エネルギー基準に準拠し
た算定・判断の方法及び解説本より）

イ．効率的な住宅生産体制の整備

【平成27年度対応方針】

①地域の気候・風土等に根差し
   た地域型住宅の重視する性能

事業：高度省エネ型（認定低炭素住宅）のみの事業提案とする。
Ａ、省エネ：以下ア～キの条件を満たした上、低炭素建築物新築等計画認定を取得し、かつ、平成25年基準判断基準（ルートA-1）で「外
壁、窓等を通しての熱の損失防止に関する基準」「一次エネルギー消費量に関する基準」を達成させる性能とする。平成25年基準設計
施工指針（ルートA-2、ルートB）は不可とする。

＜外皮、一次エネルギー消費量に関する基準＞
ア，外皮性能を向上させ、かつ、一次エネルギー消費量は、太陽光発電を含まず認定低炭素住宅基準をクリアすることとする。
＜給湯＞
イ，台所は、水優先吐水機能を使用必須とする。
ウ，浴室シャワー水栓は、手元止水機能を使用必須とする。
エ，洗面水栓は、水優先吐水機能を使用必須とする。
オ，ヘッダー方式を採用し、ヘッダー分岐後のすべての配管径が13A以下必須とする。
＜照明＞
カ，白熱灯を使用しない。
＜暖房＞
キ，暖房は、電気ヒーター床暖房と電気蓄熱暖房器は使用しないこととする。
｛性能確認方法｝：「低炭素建築物新築等計画に係る技術的審査適合証」、かつ、「低炭素建築物新築等計画認定制度 一次エネルギー消
費量計算結果(住宅)」を提示・添付する。

B、構造：4号特例が使える地域・規模であったとしても、性能表示制度の耐震等級1以上の性能を確保する。
｛性能確認方法｝：「あ：性能評価機関の技術審査適合証」「い：設計者による適合証明書」「う：構造計算書」のいずれか（あ又い又う）を提
示・添付する。

②地域の気候・風土等に根差し
   た地域型住宅の建て方や様式

木造在来軸組構法とし、伝統的な継ぎ手や仕口を使いつつ、適宜ボルト等の金物で補強する。2階床や天井・屋根面に構造用面材を張るこ
とで耐震性を向上させると共に、地域材である杉三層クロスパネル等の無垢面材を率先して使う。室内の柱や梁の構造材は可能な範囲で
木材アラワシとし、かつ、造作枠材も無垢材を使い地域材の良さをアピールする。
｛取組実施確認方法｝：工事中の写真、竣工後の写真の提示・添付とする。

③地域の気候・風土等に根差した
　 地域型住宅のデザインルール

主たる居室、又は、その他の居室に、土壁、又は、三和土を採用する。土壁は、我が国で伝統的行われてきた木舞に荒土を塗り、中塗りを
した壁とするか、土を締め固めた版築とする。
又、率先して左官素材を使うこととする。（土壁、版築、三和土、聚楽、大津壁、漆喰、珪藻土、リシン掻き落とし、モルタルなど、（以下、土壁
等）とする。）
｛取組実施確認方法｝：構成員が発行する土壁又は三和土の請求書、又は、材料納品書等による。

３．過去のブランド化事業採択グループ番号（必須） --

４．地域型住宅グリーン化事業のねらいに対する取り組み　※記入した内容において「必ず実施する取組み」の場合は◎印、「グループが目指す目標」の場合は○印を右欄に記入してください。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　 ※住宅と建築物（非住宅）の両方を申請する場合において、取り組みに違いがある場合は、その旨を具体的に記入してください。

ア．特徴ある地域型住宅の目標設定

２．グループの名称・結成年（必須）
(グループの名称） （結成年）

ＭＯＫＳＯＨＯネットワーク 2015

＜地域型住宅グリーン化事業に対する取り組み＞

１．地域型住宅の名称・対象地域（必須）
（地域型住宅の名称） （地域型住宅供給対象地域）

土、漆喰等の左官素材を使った地域型住宅 京都、大阪、奈良、兵庫、和歌山、三重、滋賀



＜様式３－２＞

年

◎、○
記入欄

a

①住宅履歴情報の共通管理
   診断・点検方法の共通化 ◎

②メンテナンス・リフォーム
   基準の整備 ◎

③住まいの管理・DIY相談会
   体験会などの実施 ○

④グループ内における維持
   管理検討委員会等の設置 ○

b
①グループ構成員の倒産廃
   業時のバックアップ体制 ○

②グループ独自の瑕疵担保
   ルールの整備 ○

◎、○
記入欄

a
①未経験工務店等への施工
   技術研修会等の開催 ◎

② ①の研修会等の実施内容
   とその開催頻度 ◎

③総合的な需給計画の策定
   等の中長期的な取組 ○

④ ③に基づく業種ごとの合
   理化への取組 ○

b
①省エネ技術講習会への参
   加目標人数 ○

②省エネ技術講習会への参
   加促進のための取組 ○

ｃ
①新たな技術等の導入や開
   発の検証のための方法 ○

②新たな技術等の導入や開
   発に向けた実証実験の実
   施等

○

○

※）

その他

   ※上記項目以外でグループ独自

　　   のルール・目標があれば記入

今後、住宅・住戸の省エネルギー性能の判定プログラムで使用されている、「通風を確保する措置の有無の判定シート」により、通風効果を
定量化し把握する。

行の高さについては記載する文章の長さなどにより適宜、調整して下さい。

土壁等の左官職人の仕事を認識しつつ、1m2でも良いので仕事を増やしていくよう取り組む。又、土（防火構造）を使うことで、地域材の需要
を増やす。
住宅の省エネルギー化への認識を深め、2020年に省エネ義務化になったとしても依頼者からの対応を可能とする。
内外に使う木材をアラワシとすることで木の良さを広め、定期的な地域材利用に務める。

取組を共有の認識とするため、説明できる資料（紙媒体やホームページ等）を作成し合理化を図る。

目標：グループ内一構成員（設計、施工のみ）あたり、一人受講が目標。

メール等で周知する。

主たる居室における断熱性と集熱量、熱容量を定量化しその効果を検証する。
又、自立循環型住宅のガイドライン2015温暖地版の日射熱利用の基準を定量化し、暖房エネルギー削減率を把握しつつ、実際と合ってい
るかを検証する。蓄熱効果を発揮させるため、潜熱蓄熱材の利用も検討する。

竣工後：温湿度の計測を行うと共に、土壁背面の温湿度（外周壁土壁と断熱間、内壁土壁背面）実測を行う。1年間の光熱費・使用量によ
り、家庭のエネルギーを把握する。

その他

　※上記項目以外でグループ独自

　　  のルール・目標があれば記入

なし

エ．グループの技術力の向上

【平成27年度対応方針】

適宜、工事中の現場見学・研修を行いつつ、竣工見学会を行い、ネットワーク内の技術力向上を目指す。
｛取組実施確認方法｝：チラシ、又は、写真等を提示・添付する。

＜工事中＞
頻度：希望者によるものとする。
実施内容：土壁等の施工方法、断熱や気密、その他木部納まりの把握。
＜竣工後＞
頻度：竣工時
実施内容：土壁等や木部仕上がりの確認。
｛取組実施確認方法｝：チラシ、又は、写真等を提示・添付する。

作成した設計図書を製本することで着工時の記録を残す。設計図書とは、特記仕様書、仕上表、求積図、平面図、立面図、矩計図、展開
図、水廻り詳細図、建具表、基礎伏図、各伏図、軸組図、基礎断面詳細図、電気設備図、給排水衛生設備図等とする。竣工時に、「隠蔽さ
れてしまう部分の写真」や「その工事状況等」を記載した現場監理（施工）報告書を住まい手に渡し、将来的なリフォームに備える。
｛取組実施確認方法｝：製本をした写真、かつ、設計図面（縮小図面で可）、かつ、現場監理（施工）報告書の写しを提示・添付する。
設計図書：◎印は提示・添付必須とし、○印は推奨とする。
◎特記仕様書、◎仕上表、◎求積図、◎平面図、◎立面図、◎矩計図、○展開図、○水廻り詳細図、○建具表、◎基礎伏図、◎各伏図、
○軸組図、◎基礎断面詳細図、◎電気設備図、◎給排水衛生設備図、○その他必要と思われる図面
※各伏図は、プレカット図面でもよい。

＜必須＞：住まい手から現在の住まいの光熱費・使用量を頂きエネルギー量を把握する。
＜推奨＞：可能であれば、入居1年後に、光熱費のデータ（電気・ガス・水道等）を頂き、入居前と入居後にどう変化したか、又、一般家庭と
入居後の比較を環境家計簿にて行う。使用量が一般家庭よりも多いようであれば、住まい方についてアドバイスを行う。住まい手からの希
望があれば、適宜追跡調査を行う。
｛取組実施確認方法｝：必須事項である、環境家計簿（現在の住まいと一般家庭の比較）を提示・添付する。

ＭＯＫＳＯＨＯネットワーク事務局建物内で、希望があれば適宜、相談会・体験会などを実施する。

設計者と流通の構成員が中心となり、定期的に情報交換を行い合理化に務める。

可能な範囲で、ＭＯＫＳＯＨＯネットワーク内で対応できるよう務める。

伝統構法の取り扱い基準をネットワーク内で共通認識できるよう周知する。

３．過去のブランド化事業採択グループ番号（必須） --

４．地域型住宅グリーン化事業のねらいに対する取り組み　※記入した内容おいて「必ず実施する取組み」の場合は◎印、「グループが目指す目標」の場合は○印を右欄に記入してください。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　 ※住宅と建築物（非住宅））の両方を申請する場合において、取り組みに違いがある場合は、その旨を具体的に記入してください。

ウ．長期にわたる住宅メンテナンス体制の整備

【平成27年度対応方針】

２．グループの名称・結成年月（必須）
(グループの名称） （結成年）

ＭＯＫＳＯＨＯネットワーク 2015

＜地域型住宅グリーン化事業に対する取り組み＞

１．地域型住宅の名称・対象地域（必須）
（地域型住宅の名称） （地域型住宅供給対象地域）

土、漆喰等の左官素材を使った地域型住宅 京都、大阪、奈良、兵庫、和歌山、三重、滋賀



＜様式３－３＞

年

◎、○
記入欄

a
①地域材ごとの使用部位（必須） ◎

②地域材ごとの1棟当たりの使用
量とその占める割合（必須） ◎

地域材利用に関する共通ルール
（必須） ◎

地域材の流れ（フロー図）など
グループの取組に関する補足
説明

b ①地域材の在庫量や価格情報
   を把握・共有のための仕組 ○

②グループ全体における地域
　 材の需給予測 ○

c ①-1 畳の活用 ○

①-2 和瓦の活用 ○

①-3 襖の活用 ○

①-4 障子の活用 ○

②その他地域の伝統的な素材
　 や意匠の活用 ◎

d
①地域の伝統的なデザイン
　 を継承する取組 ○

②地域の住まい方の継承に
   つながる取組 ○

③地域の街並み形成へ寄与
   する取組 ○
④和の住まいの要素を取入
   れた取組 ○

◎、○
記入欄

※） 行の高さについては記載する文章の長さなどにより適宜、調整して下さい。

その他

【平成27年度対応方針】

東日本大震災の復興に資する取組

なし

グループが取組む木造住宅・建築物の特徴
　※この項目は、高度省エネ型、優良建築物型を申請するグループのみ記入してください。
　※申請に係る認定低炭素住宅、ゼロ・エネルギー住宅、優良建築物型の性能や特徴等について記入してください。

認定低炭素住宅の性能、特徴（◎必須、○目標とする。）
○所定の地域の外皮平均熱貫流率をクリアすると共に、平成25年基準から約1～3割の性能向上（例：UA0.63(W/㎡・K)、Ｑ値1.9(W/㎡・K)）を目標とする。
○日射熱取得は、ガラスだけの性能で確保するのではなく、可能な限り、軒庇の効果を発揮させつつ障子戸等の付属物を設け遮蔽する。平均日射熱取得率(η C値)は、1.5を目標とす
る。
◎外皮性能を向上させ、かつ、一次エネルギー消費量は、太陽光発電を含まず認定低炭素住宅基準をクリアすることとする。
◎台所・洗面水栓は、優先吐水機能を必須とし、浴室シャワー水栓は、手元止水機能を採用する。
◎ヘッダー方式を採用し、ヘッダー分岐後のすべての配管径が13A以下必須とする。
○高効率給湯器や、太陽熱温水器又はソーラーシステムを率先して採用し、給湯エネルギーを削減に努める。
◎白熱灯を使用しない。
○照明は、多灯分散照明方式を率先して採用しつつ、適宜、センサーや調光機能を採用するように努める。
◎暖房は、電気ヒーター床暖房と電気蓄熱暖房器は使用しないこととする。
○通風、蓄熱性能は、認定低炭素住宅としての評価に組み込まなくてもよいが、性能を定量化し設計力を養う。

軒庇を効果的に跳ね出すことで、夏の日射を遮ると共に、冬の日射を効率よく取り込む。通風効果を発揮するため、部屋間は引き戸で間
仕切り、常に開放出来る状態としておく。又、夏の夜間は防犯を講じながら通風を可能とし、雨が降っても窓を開け放つことができる仕組
みをつくる。

エネルギーを無駄に使わない住まいとするため、白熱灯の使用を避け、水栓は、水優先吐水機能を採用する。環境家計簿により、光熱費
の見える化を行うことで、次の世代の方々（子供等）の住まい方の継承につなげる。

土壁を使うことで外壁に木材を張ることができ、又、左官素材を採用することで地域の町並みに配慮する。

木部アラワシや木製建具、土壁等を率先して取り入れることで、我が国の和の住まいを提案する。

その他

　※上記項目以外でグループ独自

　　  のルール・目標があれば記入

なし

設計者グループは、地域材を使った住まいを作っているため需要率は高い。施工者も同様の住まいを造っているが、住まい手の要望によ
るため、需要率は設計者よりも低い。Ⅰ原木、Ⅱ製材、Ⅲ建材、Ⅳプレカットは、価格を優先する実務者からの依頼が多いため、地域材の
受給率は落ちると思われる。ただ、グループ全体では、地域材の需給率を上げるよう動いている。

住まい手の要望により採用を希望される場合、スタイロ畳ではなく、藁床や桧畳、エコ畳等を提案する。

風致や景観の地区に該当した場合、和瓦風の新建材ではなく、和瓦を使うよう提案する。

和紙を張った建具や古建具などを率先して採用・提案する。

サッシやガラスの性能だけに頼り過ぎず、我が国の伝統的な建具を率先して採用する。
住まい手の希望があれば、主たる居室、又は、その他の居室に面する窓に障子戸を採用し、外皮性能の向上をはかる。

主たる居室、又は、その他の居室に、土壁、又は、三和土を採用する。内容は、特徴ある地域型住宅の目標設定に準ずる。
｛取組実施確認方法｝：構成員が発行する納品書等による。

紀州材・吉野材・三重県産材：主要構造材（柱、梁、桁、土台）
鳥取材・三重県産材：構造用面材（2階床、天井・屋根）
｛取組実施確認方法｝：構成員が発行する請求書、又は、納品書等による。

紀州材・吉野材・三重県産材：主要構造材の9割以上を地域材とする。
鳥取材・三重県産材：2階床、天井・屋根に使用する構造用面材の内、5割以上を地域材とする。
｛取組実施確認方法｝：構成員が発行する請求書、又は、納品書等による。

主要構造材（柱・梁・桁・土台）は、紀州材、吉野材、三重県産材のいずれかの地域材を使用する。
2階床、天井・屋根に使用する構造用面材は、鳥取材、三重県産材のいずれかの地域材を使用する。
｛取組実施確認方法｝：構成員が発行する請求書、又は、納品書等による。

地域材（認証木材）は、流通経路を明確にし住まい手に届ける。Ⅲ建材流通を経由しない場合は、Ⅱ製材、又は、Ⅳプレカットから届け
る。Ⅵ施工を経由せず住まい手に届けてもよい。

設計者と流通の構成員が中心となり、定期的に情報交換を行い在庫量や価格情報を把握する。

３．過去のブランド化事業採択グループ番号（必須） --

４．地域型住宅グリーン化事業のねらいに対する取り組み　※記入した内容において「必ず実施する取組み」の場合は◎印、「グループが目指す目標」の場合は○印を右欄に記入してください。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※住宅と建築物（非住宅））の両方を申請する場合において、取り組みに違いがある場合は、その旨を具体的に記入してください。

オ．地域の産業・住文化・景観等への寄与

【平成27年度対応方針】

２．グループの名称・結成年月（必須）
(グループの名称） （結成年）

ＭＯＫＳＯＨＯネットワーク 2015

＜地域型住宅グリーン化事業に対する取り組み＞

１．地域型住宅の名称・対象地域（必須）
（地域型住宅の名称） （地域型住宅供給対象地域）

土、漆喰等の左官素材を使った地域型住宅 京都、大阪、奈良、兵庫、和歌山、三重、滋賀


